
（（令令和和６６年年度度））

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社 1 社

株式会社ジェイエイ高知市
② 非連結子会社

該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法該当の非連結子会社及び関連会社

該当ありません。
② 持分法非該当の非連結子会社及び関連会社

該当ありません。

（3）連結される子会社の事業年度に関する事項
① 連結子会社の決算日は次のとおりです。

４月１日から３月３１日まで
② 連結子会社は決算日の財務諸表により連結しています。

（4）剰余金処分項目等の取扱に関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しています。
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２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　（１）有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準および評価方法
　　　①満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
　　　②子会社株式：移動平均法による原価法

　　　③その他有価証券
　　　　ⅰ）時価のあるもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
　　　　　均法により算定）　　　　　　　　　　　　
　　　　ⅱ）市場価格のない株式等：移動平均法による原価法

　（２）棚卸資産の評価基準および評価方法
　　　　購買品・・・・・・・・・　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　　　その他の棚卸資産・・・・　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

  （３）固定資産の減価償却の方法
  　  ①有形固定資産
　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
　　　　を除く）ならびに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定
　　　　額法を採用しております。

　　　②無形固定資産
　　　　　定額法を採用しております。

　（４）引当金の計上基準
　　　①貸倒引当金
　　　　　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定要領、経理規程および資産の償却・引当基準
　　　　に則り、次のとおり計上しております。
　　　　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）
　　　　に係る債権およびそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権
　　　　については、債権額から、担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、
　　　　その残額を計上しております。　　　
　　　　　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
　　　　務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込
　　　　額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計
　　　　上しております。なお、債務者の支払能力の判断にあたっては、直近３年間の返済実績または
　　　　将来３年間のキャッシュ・フロー見込額等を踏まえ、適正な額を計上しております。
　　　　　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額または今後３年間の予想損失
　　　　額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間または３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒
　　　　実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等の必要な
　　　　修正を加えて算定しております。
　　　　　すべての債権は、資産査定要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から
　　　　独立した査定監査部署が査定結果を監査しております。

　　　②賞与引当金
　　　　　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上
　　　　しております。

　　　③退職給付引当金
　　　　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額
　　　　に基づき計上しております。なお、退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に
　　　　係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　　④役員退職慰労引当金
　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお
　　　　ります。
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　　　⑤特例業務負担金引当金
　　　　　特例業務負担金引当金については、農林漁業団体職員共済組合に対する特例業務負担金の費
　　　　用に充てるため、当事業年度末における将来負担見込み額を計上しております。

　（５）収益および費用の計上基準
　　　①リース取引関連
　　　　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　　　　　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

　　　②収益認識関連
　　　　　当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
　　　　および収益を認識する通常の時点は以下の通りです。

　　　　ⅰ）購買事業
　　　　　　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員等に供給する事業であり、
　　　　　当組合は組合員等に購買品を引き渡す義務を負っております。この履行義務は、購買品の引
　　　　　き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　　　　ⅱ）販売事業
　　　　　　組合員等生産者が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で卸売市場等に販売する事業
　　　　　であり、当組合は卸売市場等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務を負っております。
　　　　　この履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識してお
　　　　　ります。

　　　　ⅲ）利用事業
　　　　　　ライスセンター・育苗センター等を設置して、共同で利用する事業であり、当組合は組合
　　　　　員等との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この履行義務は、各種施設の
　　　　　利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　　　　ⅳ）宅地等供給事業
　　　　　　組合員の委託に基づき行う宅地等の売渡しの仲介サービスによるものであり、利用者等と
　　　　　の契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この履行義務は、売買当事者間にお
　　　　　いて宅地等の売渡しが完了した時点において充足されると判断し、仲介した物件の引渡時点
　　　　　で収益を認識しております。　　　　

　　　　ⅴ）指導事業
　　　　　　組合員等生産者の営農にかかる各種相談・研修・経理サービスを提供する事業であり、当
　　　　　組合は組合員等生産者との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この履行義
　　　　　務は主にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識してお
　　　　　ります。

　（６）消費税および地方消費税の会計処理の方法
　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係
　　　　る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。

　（７）計算書類に記載した金額の端数処理の方法
　　　　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」で
　　　　表示しています。

　（８）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項
　　　①事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について
　　　　　当組合は、事業別の収益および費用について、事業間取引の相殺表示を行っております。
　　　　　また、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事
　　　　業間の内部損益を除去した額を記載しております。
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　　　②共同計算
　　　　　当組合は、組合員等生産者（以下、「委託者」という。）が生産した園芸農産物を無条件で
　　　　受託のうえ、卸売市場等へ販売しております。これに係る販売代金および経費については、プ
　　　　ール計算を行っております（以下、「共同計算」という。）。
　　　　　共同計算の会計処理については、販売に係る費用で委託者負担のもののうち、当組合が立替
　　　　処理しているものおよび当組合から委託者に支払った概算金等は経済受託債権に計上しており
　　　　ます。
　　　　　また、卸売市場等での販売代金を経済受託債務に計上しております。
　　　　　委託者への精算処理にあたっては、共同計算における収入（販売代金等）と支出（立替金、
　　　　概算金、運送費、集出荷場の施設費等）の計算を行い、当組合が受け取る販売手数料や集出荷
　　　　場の運営料を控除した残額を精算金として委託者に支払った時点で、経済受託債権および経済
　　　　受託債務を相殺する会計処理を行っております。

　　　③当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について
　　　　　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額で
　　　　収益を認識して、購買手数料として表示しております。また、販売事業収益のうち、当組合が
　　　　代理人として販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販売手数料とし
　　　　て表示しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　（１）繰延税金資産の回収可能性
　　　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　　繰延税金資産（純額）95,353千円
　　　　　（繰延税金負債と相殺前の金額は97,106千円です）

　　　②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　繰延税金資産は、翌事業年度以降、将来減算一時差異が課税所得の計算上、減算認容される
　　　　ことにより、税負担を軽減すると考えられる金額を計上しております。
　　　　　当該金額は、将来課税所得の見積り額を限度として計上しており、将来課税所得は、令和７
　　　　年度の損益計画資料を基礎として、その金額および生じる事業年度を見積っております。
　　　　　しかし、見積りは将来の不確実な経営環境および当組合の経営状況の影響を受けるため、実
　　　　際の課税所得の金額および生じた事業年度が見積りと異なった場合、翌事業年度の繰延税金資
　　　　産に影響を与える可能性があります。

　（２）固定資産の減損
　　　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　  減損損失　該当ありません。

　　　②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キャッシュ
　　　　・フローと帳簿価額を比較することにより、当該資産グループについての減損の要否の判定を
　　　　実施しております。
　　　　　減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産または
　　　　資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させ
　　　　るものとして識別される資産グループを最小単位としております。
　　　　　固定資産の減損損失の認識、測定において、将来キャッシュ・フローについては、令和７年
　　　　度の損益計画資料を基礎として算出しており、一定の仮定を設定して算出しております。
　　　　　これらの仮定は、将来の不確実な経営環境および当組合の経営状況の影響を受け、翌事業年
　　　　度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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　（３）貸倒引当金の計上方法
　　　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　  貸倒引当金 169,681,469千円

　　　②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　ⅰ）算定方法
　　　　　　　貸倒引当金の算定方法は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」（４）①に記載
　　　　　　しております。
　　　　ⅱ）主要な仮定
　　　　　　　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
　　　　　　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を
　　　　　　個別に判定し、設定しております。
　　　　ⅲ）翌事業年度に係る計算書類に与える影響
　　　　　　　貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度
　　　　　　に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
　（１）資産に係る圧縮記帳額
　　　　　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は 1,049,656千円であり、その内訳は
　　　　次のとおりです。
　　　　　　　　建物　 619,537千円　　　　　　　機械装置　 337,624千円
　　　　　　　　土地　  45,852千円　その他の有形固定資産　　46,643千円

　（２）担保に供している資産
　　　　　高知県信用農業協同組合連合会との当座借越契約の担保に定期預金（系統預金） 1,000,000
　　　　千円を供しておりますが、これに対応する債務はありません。また、為替取引保証金の担保と
　　　　して定期預金（系統預金） 3,000,000千円を供しております。
　　　　　これ以外に地方公共団体の指定金融機関事務等に係る担保として、定期預金（系統外預金）
　　　　10,000千円を供しております。

　（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権および金銭債務
　　　　理事および監事に対する金銭債権の総額　　 601,542千円
　　　　理事および監事に対する金銭債務の総額　　 該当ありません。

　（４）信用事業を行う組合に要求される注記
　　　　　債権のうち農業協同組合法施行規則第 204条第１項第１号ホ（２）（ｉ）から（ⅳ）までに
　　　　掲げるものの額およびその合計額
　　　　　債権のうち破産更生債権およびこれらに準ずる債権額は 140,537千円、危険債権額は94,576
　　　　千円です。
　　　　　なお、破産更生債権およびこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手
　　　　続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ず
　　　　る債権です。
　　　　　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態および経
　　　　営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い
　　　　債権（破産更生債権およびこれらに準ずる債権を除く。）です。
　　　　　債権のうち、三月以上延滞債権および貸出条件緩和債権はありません。
　　　　　なお、三月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延
　　　　している貸出金で破産更生債権およびこれらに準ずる債権ならびに危険債権に該当しないもの
　　　　です。　　
　　　　　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利
　　　　の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
　　　　行った貸出金で破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権ならびに三月以上延滞債権
　　　　に該当しないものです。
　　　　　破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権
　　　　の合計額は 235,114千円です。
　　　　　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
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　（３）貸倒引当金の計上方法
　　　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　  貸倒引当金 169,681,469千円

　　　②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　ⅰ）算定方法
　　　　　　　貸倒引当金の算定方法は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」（４）①に記載
　　　　　　しております。
　　　　ⅱ）主要な仮定
　　　　　　　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
　　　　　　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を
　　　　　　個別に判定し、設定しております。
　　　　ⅲ）翌事業年度に係る計算書類に与える影響
　　　　　　　貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度
　　　　　　に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
　（１）資産に係る圧縮記帳額
　　　　　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は 1,049,656千円であり、その内訳は
　　　　次のとおりです。
　　　　　　　　建物　 619,537千円　　　　　　　機械装置　 337,624千円
　　　　　　　　土地　  45,852千円　その他の有形固定資産　　46,643千円

　（２）担保に供している資産
　　　　　高知県信用農業協同組合連合会との当座借越契約の担保に定期預金（系統預金） 1,000,000
　　　　千円を供しておりますが、これに対応する債務はありません。また、為替取引保証金の担保と
　　　　して定期預金（系統預金） 3,000,000千円を供しております。
　　　　　これ以外に地方公共団体の指定金融機関事務等に係る担保として、定期預金（系統外預金）
　　　　10,000千円を供しております。

　（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権および金銭債務
　　　　理事および監事に対する金銭債権の総額　　 601,542千円
　　　　理事および監事に対する金銭債務の総額　　 該当ありません。

　（４）信用事業を行う組合に要求される注記
　　　　　債権のうち農業協同組合法施行規則第 204条第１項第１号ホ（２）（ｉ）から（ⅳ）までに
　　　　掲げるものの額およびその合計額
　　　　　債権のうち破産更生債権およびこれらに準ずる債権額は 140,537千円、危険債権額は94,576
　　　　千円です。
　　　　　なお、破産更生債権およびこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手
　　　　続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ず
　　　　る債権です。
　　　　　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態および経
　　　　営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い
　　　　債権（破産更生債権およびこれらに準ずる債権を除く。）です。
　　　　　債権のうち、三月以上延滞債権および貸出条件緩和債権はありません。
　　　　　なお、三月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延
　　　　している貸出金で破産更生債権およびこれらに準ずる債権ならびに危険債権に該当しないもの
　　　　です。　　
　　　　　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利
　　　　の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
　　　　行った貸出金で破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権ならびに三月以上延滞債権
　　　　に該当しないものです。
　　　　　破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権
　　　　の合計額は 235,114千円です。
　　　　　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。
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５．金融商品に関する注記
　（１）金融商品の状況に関する事項
　　　①金融商品に対する取組方針
　　　　　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の法人や団体な
　　　　どへ貸付け、残った余裕金を高知県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債
　　　　などの有価証券による運用を行っております。

　　　②金融商品の内容およびそのリスク
　　　　　当組合が保有する金融資産は、主として高知県信用農業協同組合連合会への預け金、当組合
　　　　管内の組合員等に対する貸出金および有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履行によ
　　　　ってもたらされる信用リスクにさらされております。　　
　　　　　また、有価証券は主に債券であり、満期保有目的および純投資目的（その他有価証券）で保
　　　　有しております。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスクおよび市場価格の変動リス
　　　　クにさらされております。　　　　

　　　③金融商品に係るリスク管理体制
　　　　ⅰ）信用リスクの管理
　　　　　　　当組合では、個別の重要案件または大口案件については理事会において対応方針を決定
　　　　　　しております。また、通常の貸出取引については、本所に融資課・審査課を設置し各支所
　　　　　　との連携を図りながら、検証および与信審査を行っております。審査にあたっては、取引
　　　　　　先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに担保評価基準など厳格
　　　　　　な審査基準を設け与信判定を行っております。貸出取引における資産の健全性の維持・向
　　　　　　上を図るため、資産の自己査定を厳正に行うとともに不良債権については管理・回収方針
　　　　　　を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでおります。　　　　　　　　
　　　　　　　また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基づき
　　　　　　必要額を計上し、資産および財務の健全化に努めております。

　　　　ⅱ）市場リスクの管理
　　　　　　　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールす
　　　　　　ることにより、収益化および財務の安定化を図っております。このため、財務の健全性維
　　　　　　持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析な
　　　　　　どを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めております。
　　　　　　　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析および
　　　　　　当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用
　　　　　　方針を定めるとともにＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換および意思決
　　　　　　定を行っております。運用部門は、理事会で決定した運用方針およびＡＬＭ委員会で決定
　　　　　　された方針などに基づき、有価証券の売買を行っております。運用部門が行った取引につ
　　　　　　いてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定期的にリスク量
　　　　　　の測定を行い経営層に報告しております。
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　　　　（市場リスクに係る定量的情報）
　　　　　　　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組
　　　　　　合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、
　　　　　　有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貸出金および貯金です。
　　　　　　　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期末後１年程度の金利の合理
　　　　　　的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量
　　　　　　的分析に利用しております。
　　　　　　　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる
　　　　　　金利が 0.1％上昇したものと想定した場合には、経済価値が25,348千円増加し、また金利
　　 　　　 が 0.1％下降したものと想定した場合には、経済価値が22,903千円減少するものと把握し
　　　　　　ております。
　　　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の
　　　　　　リスク変数の相関を考慮しておりません。
　　　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響
　　　　　　が生じる可能性があります。
　　　　　　　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含
　　　　　　めて計算しております。

　　　　ⅲ）資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　　　　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、
　　　　　　安定的な流動性の確保に努めております。また、市場流動性リスクについては、投資判断
　　　　　　を行ううえでの重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したう
　　　　　　えで、運用方針などの策定の際に検討を行っております。

　　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格
　　　　がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。当
　　　　該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場
　　　　合、当該価額が異なることもあります。

　（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　①金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　　　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。
　　　　　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

128,961,936 128,673,816 △288,119
2,513,253 2,467,697 △45,556

　満期保有目的の債券 909,803 864,247 △45,556
　その他有価証券 1,603,450 1,603,450 － 

34,400,708 － － 
△151,719 － － 

34,248,989 33,322,221 △926,767
4,413 4,413 － 

資産計 165,728,592 164,468,149 △1,260,443
貯金 166,120,188 165,124,346 △995,841

負債計 166,120,188 165,124,346 △995,841
　（注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。
　　　　２．外部出資は、系統外出資のうち市場価格のある上場株式です。

種　　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

（単位：千円）

貸出金（引当金控除後)

外部出資（注）２

貸出金

貸倒引当金（注）１

預金

有価証券
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　　　　（市場リスクに係る定量的情報）
　　　　　　　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組
　　　　　　合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、
　　　　　　有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、貸出金および貯金です。
　　　　　　　当組合では、これらの金融資産および金融負債について、期末後１年程度の金利の合理
　　　　　　的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量
　　　　　　的分析に利用しております。
　　　　　　　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる
　　　　　　金利が 0.1％上昇したものと想定した場合には、経済価値が25,348千円増加し、また金利
　　 　　　 が 0.1％下降したものと想定した場合には、経済価値が22,903千円減少するものと把握し
　　　　　　ております。
　　　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の
　　　　　　リスク変数の相関を考慮しておりません。
　　　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響
　　　　　　が生じる可能性があります。
　　　　　　　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含
　　　　　　めて計算しております。

　　　　ⅲ）資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　　　　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、
　　　　　　安定的な流動性の確保に努めております。また、市場流動性リスクについては、投資判断
　　　　　　を行ううえでの重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したう
　　　　　　えで、運用方針などの策定の際に検討を行っております。

　　　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格
　　　　がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。当
　　　　該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場
　　　　合、当該価額が異なることもあります。

　（２）金融商品の時価等に関する事項
　　　①金融商品の貸借対照表計上額および時価等
　　　　　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額は、次のとおりです。
　　　　　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

128,961,936 128,673,816 △288,119
2,513,253 2,467,697 △45,556

　満期保有目的の債券 909,803 864,247 △45,556
　その他有価証券 1,603,450 1,603,450 － 

34,400,708 － － 
△151,719 － － 

34,248,989 33,322,221 △926,767
4,413 4,413 － 

資産計 165,728,592 164,468,149 △1,260,443
貯金 166,120,188 165,124,346 △995,841

負債計 166,120,188 165,124,346 △995,841
　（注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。
　　　　２．外部出資は、系統外出資のうち市場価格のある上場株式です。

種　　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額

（単位：千円）

貸出金（引当金控除後)

外部出資（注）２

貸出金

貸倒引当金（注）１

預金

有価証券
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　　　②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
　　　【資産】
　　　　ア．預金
　　　　　　　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
　　　　　　よっております。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレ
　　　　　　ートである翌日物金利スワップ（Overnight　Index　Swap。以下「ＯＩＳ」という。）の
　　　　　　レートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しております。
　　　　イ．有価証券および外部出資
　　　　　　　有価証券について、主に上場株式や国債については、活発な市場における無調整の相場
　　　　　　価格を利用しています。地方債や社債については、公表された相場価格を用いております。
　　　　　　相場価格が入手できない場合には、取引金融機関等から掲示された価格によっております。
　　　　ウ．貸出金
　　　　　　　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信
　　　　　　用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該
　　　　　　帳簿価額によっております。
　　　　　　　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類および期間に基づく区分ごとに、元利金の
　　　　　　合計額をリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除
　　　　　　して時価に代わる金額として算定しております。
　　　　　　　なお、分割実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の合計額をリ
　　　　　　スクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた額に、帳簿価額に未実行額を加えた
　　　　　　額に対する帳簿価額の割合を乗じ、貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算
　　　　　　定しております。
　　　　　　　また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等については、帳簿価額から
　　　　　　貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としております。

　　　【負債】
　　　　ア．貯金
　　　　　　　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなして
　　　　　　おります。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・
　　　　　　フローをリスクフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる
　　　　　　金額として算定しております。

　　　③市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれてお
　　　　りません。　

　　　④金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

128,961,936 － － － － － 
有価証券 － － 600,000 510,000 500,000 900,000

－ － － 10,000 － 900,000

2,760,207 2,247,751 2,160,929 2,041,555 1,903,574 23,162,391
131,722,144 2,247,751 2,760,929 2,551,555 2,403,574 24,062,391

　（注）１．貸出金のうち、当座貸越 362,690千円については「１年以内」に含めております。
　　　　２．貸出金のうち、三月以上延滞が生じている債権・期限の利益を喪失した債権等につ
　　　　　いて、124,297千円は償還の予定が見込まれないため、含めておりません。

（単位：千円）
種　　類 貸借対照表計上額

（単位：千円）

種　　類 １年以内
１年超

２年以内

　外部出資 4,824,896

預金

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

－ 

貸出金（注）１,２

合　　計

 満期保有目的の債券

 その他有価証券のう
 ち満期があるもの

－ － 600,000 500,000 500,000
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　　　⑤有利子負債の決算日後の返済予定額

88,073,265 25,155,890 39,349,480 390,940 13,133,077 438,396
　（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めております。

６．有価証券に関する注記
　（１）有価証券の時価および評価差額に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、
 　   「外部出資」中の株式が含まれております。
　　　①満期保有目的の債券
　　　　　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ
　　　　いては、次のとおりです。

－ － － 
－ － － 
－ － － 
－ － － 

100,000 －  94,420 －  △5,580
809,803 －  769,827 －  △39,976

－ － － 
909,803 －  864,247 －  △45,556
909,803 －  864,247 －  △45,556

　　　②その他有価証券
　　　　　その他有価証券において、種類ごとの取得原価または償却原価、貸借対照表計上額およびこ
　　　　れらの差額については、次のとおりです。

－ － － 
299,970 －  299,933 －  36
806,100 －  799,943 －  6,156

4,413 －  1,906 －  2,507
1,110,483 －  1,101,784 －  8,699

－ － － 
497,380 －  499,957 －  △2,577

－ － － 
－ － － 

497,380 －  499,957 －  △2,577
1,607,863 －  1,601,741 －  6,122

　（２）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

　（３）当事業年度中に売却したその他有価証券

11,776,075 － 4,323,924

　（４）当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

　貯金（注）

（単位：千円）

種　類 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

（単位：千円）

種　　類
貸借対照表
計上額

時　価 差　額

　時価が貸借対照表計上額
　を超えるもの

 国債

 地方債

 社債

小計

　時価が貸借対照表計上額
　を超えないもの

 国債

 地方債

 社債

小計

合　　計

（単位：千円）

種　　類
貸借対照表
計　上　額

取得原価また
は償却原価

差　額

合　　計

小計

　貸借対照表計上額が取得
　原価または償却原価を超
　えないもの

 国債

 地方債

 社債

 外部出資

小計

　貸借対照表計上額が取得
　原価または償却原価を超
　えるもの

 国債

 地方債

 社債

 外部出資

　国債

（単位：千円）
種　類 売却額 売却益 売却損
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７．退職給付に関する注記
　（１）退職給付に係る注記
　　　①採用している退職給付制度の概要
　　　　　職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しており
　　　　ます。また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部に充てるため一般財団法人全国
　　　　農林漁業団体共済会との契約に基づく農林漁業団体職員退職給付金制度（特定退職金共済制度）
　　　　および全国共済農業協同組合連合会との契約に基づく確定給付企業年金制度を採用しておりま
　　　　す。
　　　　　なお、退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額
　　　　を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　　②退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
　　　　　期首における退職給付引当金 千円
　　　　　　退職給付費用 千円
　　　　　　退職給付の支払額 千円
　　　　　　特定退職金共済制度への拠出金 千円
　　　　　　確定給付企業年金制度への拠出金 千円
　　　　　期末における退職給付引当金 千円

　　　③退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　　　　　退職給付債務 千円
　　　　　特定退職金共済制度 千円
　　　　　確定給付企業年金制度 千円
　　　　　未積立退職給付債務 千円
　　　　　退職給付引当金 千円

　　　④退職給付に関連する損益
　　　　　簡便法で計算した退職給付費用 千円

　（２）特例業務負担金の将来見込額
　　　　　厚生年金保険制度および農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職
　　　　員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う
　　　　特例年金等の業務に要する費用に充てるため、令和元年12月に令和14年３月までの拠出金を一
　　　　括払いしており、令和７年３月末における前払い残高は 161,520千円です。なお、当組合が、
　　　　翌事業年度以降において負担すると見込まれる特例業務負担金の金額は156,179千円です。

306,040

△15,118
304,379

101,690
△22,078
△66,154

304,379

101,690

1,811,232
△1,116,501

△390,351
304,379
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８．税効果会計に関する注記
　（１）繰延税金資産および繰延税金負債の発生原因別の主な内訳
　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　貸倒引当金 千円
　　　　　　　退職給付引当金 千円
　　　　　　　特例業務負担金引当金 千円
　　　　　　　賞与引当金 千円
　　　　　　　減損損失 千円
　　　　　　　部会貯金残高 千円
　　　　　　　繰越欠損金 千円
　　　　　　　その他 千円
　　　　　　　繰延税金資産小計 千円
　　　　　　　評価性引当額 千円
　　　　　　繰延税金資産合計（Ａ） 千円

　　　　　繰延税金負債
　　　　　　　その他有価証券評価差額金 千円
　　　　　　　その他 千円
　　　　　　繰延税金負債合計（Ｂ） 千円
　　　　　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ） 千円

　（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
　　　　　当組合は、税引前当期損失を計上しているため、注記を省略しております。

９．収益認識に関する注記
　（１）収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「重要な会計方針に係る事項に関する注記（５）収益および費用の計上基準」に同一の内容を
　　　記載しているため、注記を省略しております。

10．その他の注記
　（１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　　　①当該資産除去債務の概要
　　　　　当組合は、一部の建物に使用されているアスベストについて、解体時に石綿障害予防規則が
　　　　要求する特別な方法で除去する義務を有していることから、当該除去費用を合理的に見積り、
　　　　資産除去債務を計上しております。

　　　②当該資産除去債務の金額の算定方法
  　　　　資産除去債務の見積りにあたり、支出までの見込期間は当該建物の残存耐用年数（20年）に
　  　　よっており、割引率は当該年数に見合う国債の流通利回り（ 2.1％）を使用して資産除去債務
　　　　の金額を算定しております。

　　　③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減
　　　　　期首残高 千円
　　　　　時の経過による調整額 千円
　　　　　期末残高 千円

18,840

24,830
88,551
41,143
25,000
74,869

△1,752
95,353

△1,737
△15

1,216,109
41,636

1,530,982
△1,433,876

97,106

4,505
94

4,600
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